
















































































































































































































































































































































































































































専　門　科　目 基　礎　科　目 そ の 他 の 科 目 合　　計
実　　数 ％ 実　　数 ％ 実　　数 ％ 実　　数 ％
1941 724 78.4% 150 16.2% 50 5.4% 924 100.0%
1942 723 52.9% 480 35.1% 165 12.1% 1368 100.0%
1943 600 53.7% 400 35.8% 118 10.6% 1118 100.0%
1944 585 51.6% 310 27.4% 238 21.0% 1133 100.0%
1945 263 74.5% 90 25.5% 0 0.0% 353 100.0%
1946 295 53.6% 255 46.4% 0 0.0% 550 100.0%
1947 590 29.2% 1310 64.9% 120 5.9% 2020 100.0%
1948 740 42.2% 860 49.0% 154 8.8% 1754 100.0%
1949 580 48.7% 535 44.9% 76 6.4% 1191 100.0%
1950 500 49.6% 310 30.8% 198 19.6% 1008 100.0%
1951 484 48.1% 390 38.8% 132 13.1% 1006 100.0%
1952 630 46.7% 500 37.1% 218 16.2% 1348 100.0%
1953 580 43.6% 490 36.8% 260 19.5% 1330 100.0%
1954 610 43.3% 520 36.9% 280 19.9% 1410 100.0%
1955 665 47.6% 510 36.5% 221 15.8% 1396 100.0%
1956 660 46.7% 520 36.8% 234 16.5% 1414 100.0%
1957 635 48.8% 475 36.5% 190 14.6% 1300 100.0%
1958 651 49.1% 483 36.4% 192 14.5% 1326 100.0%
1959 670 49.2% 483 35.5% 209 15.3% 1362 100.0%
1960 675 44.4% 477 31.4% 369 24.3% 1521 100.0%
1961 675 44.3% 477 31.3% 372 24.4% 1524 100.0%
1962 630 41.0% 399 26.0% 507 33.0% 1536 100.0%
1963 636 41.4% 405 26.4% 495 32.2% 1536 100.0%
1964 636 41.7% 405 26.6% 483 31.7% 1524 100.0%
1965 556 36.7% 462 30.5% 497 32.8% 1515 100.0%
1966 556 36.9% 465 30.9% 485 32.2% 1506 100.0%
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専　門　科　目 基　礎　科　目 そ の 他 の 科 目 合　　計
実数（外） 実　数 実数小計 ％ 実数（外） 実　数 実数小計 ％ 実数（外） 実　数 実数小計 ％ 実数（外） 実　数 実数小計 ％
1968 188 414 602 34.6% 0 552 552 31.7% 22 564 586 33.7% 210 1530 1740 100.0%
1969 188 414 602 34.7% 0 552 552 31.8% 22 558 580 33.4% 210 1524 1734 100.0%
1970 188 414 602 34.7% 0 573 573 33.0% 22 537 559 32.2% 210 1524 1734 100.0%
1971 142 460 602 34.8% 0 573 573 33.2% 65 488 553 32.0% 207 1521 1728 100.0%
1972 182 459 641 33.9% 60 576 636 33.6% 145 471 616 32.5% 387 1506 1893 100.0%
1973 177 459 636 34.6% 21 576 597 32.5% 138 468 606 33.0% 336 1503 1839 100.0%
1974 191 414 605 33.3% 15 589 604 33.2% 139 470 609 33.5% 345 1473 1818 100.0%
1975 183 449 632 34.9% 36 525 561 31.0% 123 493 616 34.1% 342 1467 1809 100.0%
1976 129 498 627 34.7% 101 476 577 31.9% 112 493 605 33.4% 342 1467 1809 100.0%
1977 138 498 636 35.2% 33 481 514 28.4% 174 485 659 36.4% 345 1464 1809 100.0%
1978 138 501 639 35.3% 33 487 520 28.7% 168 482 650 35.9% 339 1470 1809 100.0%
1979 141 501 642 35.0% 33 493 526 28.7% 171 494 665 36.3% 345 1488 1833 100.0%
1980 140 462 602 29.1% 31 515 546 26.4% 171 747 918 44.4% 342 1724 2066 100.0%
1981 140 462 602 29.1% 31 515 546 26.4% 171 747 918 44.4% 342 1724 2066 100.0%
1982 136 467 603 27.7% 31 515 546 25.0% 181 850 1031 47.3% 348 1832 2180 100.0%
1983 139 482 621 28.4% 31 515 546 25.0% 184 835 1019 46.6% 354 1832 2186 100.0%
1984 147 475 622 28.4% 31 530 561 25.6% 170 835 1005 45.9% 348 1840 2188 100.0%
1985 142 482 624 28.4% 33 541 574 26.2% 176 821 997 45.4% 351 1844 2195 100.0%
1986 160 480 640 29.1% 27 548 575 26.1% 167 819 986 44.8% 354 1847 2201 100.0%
1987 152 480 632 29.3% 36 537 573 26.6% 157 795 952 44.1% 345 1812 2157 100.0%
1988 144 474 618 28.7% 39 540 579 26.8% 165 795 960 44.5% 348 1809 2157 100.0%
1989 147 474 621 28.8% 39 538 577 26.8% 165 794 959 44.5% 351 1806 2157 100.0%
1990 147 466 613 28.5% 39 543 582 27.1% 165 790 955 44.4% 351 1799 2150 100.0%
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お わ り に
　1990年当時，税務大学校の普通科における研修生は，高等学校卒業程度と
される国家公務員試験採用Ⅲ種試験を受験して公務員となったが，この試験
は，試験科目を見ると一般的な学力を試しているといえる。税法や簿記・会
計学といった税務行政に必要と思われる専門的な知識や技術を採用の時点で
すでに有している者を選抜しているのではない。採用後に必要な知識や技術
を習得することができるか，その能力と学習習慣を備えているかを試してい
るといえる。
　このため，税務大学校の普通科に入学してくる者の多くは，それまで，法
律学や簿記・会計学といった専門性に関して基礎的な教育を受けたことのな
い全くの素人である。こうした研修生を一から教育して最終的には，税務行
政の実務を担い得る人材にまで育て上げなければならない。となれば，普通
科の１年もしくは初任者基礎研修をも含めた１年３ヶ月といった研修期間で
は，高等学校で通常学ばない法律学は，その基礎を学ぶのがせいぜいで，各
税法科目といった専門性の高い個別の科目まで習得するのは難しい。この結
果，税務大学校では，大学その他の教育機関でも学習できる教育内容を多く
教えることとなったのであろう。
　ただし，これは，そもそも意図されたことではない。税務大学校の始まり
とされる大蔵省税務講習所が創設されたとき，また，戦後に研修を本格的に
再開したとき，カリキュラムには，より専門的な税法科目を中心に教育しよ
うとした痕跡が見られる。しかしながら，この試みは，戦況の悪化と戦後の
混乱によって税務職員が不足する事態に対応するために成功しなかったと考
えられる。
　その後，国税庁税務講習所の時代に入り，普通科の入所者資格が整えられ
たり，研修の指針が明確にされたり，支所を含めた税務講習所全体の教育体
制を統一するための整備が進んだ。ただし，カリキュラムについては，専門
科目が演習の導入・増加によって実務教育と結びつけられたり，職業道徳や
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職業実技といった一般科目の教科目が設けられたり，専門科目の科目数は増
やさずに，徐々に職場における実務を重視する傾向が強まった。
　税務大学校へ改組されたときには，国税庁税務講習所のあり方をほぼその
まま踏襲し，基本的に１年間という研修期間で教育が続けられた。しかし，
その間に大学進学率が上昇するという社会情勢が変化するなかで，普通科に
は，必要な学力のある人材が集まりにくくなっていったものと思われる。そ
のために，普通科に引き続き行われる初任者基礎研修を新たに設けたり，さ
らにその研修期間を延長したりすることで実質的に授業時間数を増やす工夫
がなされた。大学卒業者程度を受験資格とした新たな試験制度である国税専
門官試験もこの対応として導入された可能性がある。
　その後のカリキュラムを長期的に見ても，これに対応して，専門科目は授
業内容を増やさずに理解を深めることが目指される一方，特に専門性の高い
各税法科目は折に触れ授業時間数が削減された。また，専門科目の前提とな
る基礎科目は，専門科目と同様に授業内容を増やさずに充実する傾向が続い
たが，社会環境の変化に対応して教科目を改変していった。さらに，その他
の科目は，さまざまな一般科目や行事が導入され，授業時間数を増やす傾向
にあり，研修生の職場における対応力の強化と人格面での向上が目指された。
専門教育はその内容を増すことはなく，その前提となる基礎的な教育や人間
形成を行うことに重点が置かれていったといえよう。このため，税務大学校
は，一見したところ，専門教育をさほど行っていない専門教育機関に見える
ようになったのである。
　ただし，基礎科目に見られる教科目の改変は，職場に専門的な知識や技術
の蓄積が少ない新しい分野に見られる。税務大学校においては，時代の変化
に合わせて職場のニーズに沿うかたちで教育を行ってきたといえよう。
　また，人間形成といった人格面を向上しようとする傾向については，大蔵
省税務講習所が創設されたときにも研修目的の一つに「其ノ徳性ヲ涵養スル」
ことが挙げられ，税務大学校が設立された際にも，同校の研修目的として「人
格識見を高める」ことが謳われており，伝統的なものでともいえる。カリキュ
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ラムとしては，さまざまな行事も，恐らくは組織の一員としての集団性，団
結力といった側面を教育するものと考えられる。また，大蔵省税務講習所創
設当初から続く全寮制による研修といった研修形態にも意味があろう。特に，
国税庁税務講習所の設立以降，新規採用者のみが支所を含めて一斉に同じ教
育を受けることによって同期意識が強まる側面があったのではないか。さら
には，太平洋戦争中に置かれて戦後直ぐに廃止された研究科の制度，税務大
学校設立時の教育官補の設置は，研修生の年齢に近い比較的に若い職員に生
活面を世話させることによって，職場における先輩・後輩関係を強化する役
割を果たしたのではないか。
　それでは，税務大学校における研修で専門教育が十分行われていないとす
ると，税務職員には，いつ，どこで専門教育が行われるのであろうか。税務
職員は，研修の終了後に職場に配属される際に，細分化し特化した専門分野
を割り当てられ，それについて，職場で先輩から税法を含めて実務の詳細を
学んでいるといえよう。
　こうして，実際の税務行政に必要となる専門教育は，最終的に職場に委ね
られたままになっていると考えられる。そのため，基本的に，税務の実務に
有用な専門的な知識や技術は，職場で集団研修によって，もしくは個々に先
輩から後輩に受け継がれているものと思われる。また，人事体制でも，税務
の専門分野を細分化して「畑」を作り，畑間の異動を少なくすることで職務
を重ねて専門性を習熟させているのであろう。
　となれば，税務大学校で，基礎的な教育が重視され，実務教育が強化され
ていったのは，こうした職場の教育機能を支援する側面があったのではない
か。また，人間形成といった人格面の向上を目指す教育も，もちろん，租税
の賦課徴収という生身の人間と直に対峙する職務上の必要性もあろうが，先
輩・後輩の上下関係を基礎とした，職場における専門知識・技術を伝達する
機能を円滑にするためであるかもしれない。
　すると，税務大学校は，直接に専門的な知識や技術を伝授するといった専
門教育を行う場というよりも，実務教育を重視することで職場を維持する点
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で，また，人格面を向上させて先輩・後輩関係や集団活動を支えて職場の教
育能力を促進する点で教育機関としての役割を果たしているとはいえないか。
　なお，すでに述べたように，国税庁税務講習所の発足後，支所を含めた税
務講習所全体の教育体制を統一するための整備が進んだが，教育の実質を
担っているのが職場の教育訓練だとすると，税の賦課徴収における専門的な
知識や技術の細部は，税務職員の個々人で異なったままで，統一されていな
い部分があるとも考えられる。
　さらにいえば，税務行政においては，専門教育が官僚制組織内でも統一さ
れず，組織外にその方法が開示されていないという意味で外部化もされず，
職員個々人の秘儀として職場に残るともいえる(109)。特に，税務職員等はその
職を長期に行うことで実質的に税理士資格が得られることから，職員が職場
に留まるため，また，退職後税理士となったとしても税務行政と関連を保つ
ことになるため，官庁外には情報が流出しづらいのではないか(110)。
　このように，専門的な知識や技術が官僚制組織内の末端で統一されること
なく伝達され，さらに秘儀として受け継がれて滞留しているとすれば，キャ
リアといった専門性の低いこともある上司は，いかにして末端のノンキャリ
ア職員を統率するのであろうか。その仕組みについても，職場の教育能力を
支える点におけるのと同様に，人間形成といった人格面の向上を目指す税務
大学校の教育が果たしている役割があるのではなかろうか。こうした詳細に
ついては，稿を改めて述べることとする。（了）
（注記）
＊本文・脚注における引用・参照文献は，原則，著者・編者の姓もしくは名称と発行年で
示している。ただし，ホームページからの引用・参照文献は一部を除いて，その都度，
脚注にその出所を表示している。
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